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本日のご説明内容

１．流通システム標準化事業の目的・概要

２．本年度の取り組み

３．平成１９年度の事業展開（案）
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本日のご説明内容

１．流通システム標準化事業の目的・概要

２．本年度の取り組み

３．平成１９年度の事業展開（案）
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○個別企業ごとに分断された情報を、IT活用により効率的に連携することによって、消費者が
望むモノを望むだけ供給し、欠品や在庫を削減する。（SCM：サプライチェーンマネジメント）

○個別企業ごとに分断された情報を、IT活用により効率的に連携することによって、消費者が
望むモノを望むだけ供給し、欠品や在庫を削減する。（SCM：サプライチェーンマネジメント）
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流通業界を取り巻く環境変化と本事業の目的

○流通業界を取り巻く環境は、社会経済環境、流通構造、公的制度、ＩＴ環境等の様々な面で変化してい

る。

○流通業界では、こうした変化に対応して、消費者に対して新たな価値を提供していくために、カテゴ

リーマネジメント等のオペレーションの高度化、トレーサビリティ等の安全・安心の確保、業務の効率

化・高度化（例：伝票保存のない取引の実現）、といった対応に迫られている。

○こうした対応を講じるためには、企業間で商品や取引に関する情報を低コストで効率的に交換・共有し、

流通業界全体で最適な供給体制（サプライチェーン）を構築することが重要であり、そのための情報共

有の基盤を整備することが必要。

社会経済環境の変化

・消費の低迷
・消費ニーズの高度化
・人口減少、少子高齢化 等

社会経済環境の変化

・消費の低迷
・消費ニーズの高度化
・人口減少、少子高齢化 等

流通構造の変化

・出店規制等の緩和
・外資系小売業の参入
・業態の多様化 等

流通構造の変化

・出店規制等の緩和
・外資系小売業の参入
・業態の多様化 等

公的制度の変化

・医薬品規制（薬事法）
・食品表示制度（JAS法等）
・トレーサビリティ義務化 等

公的制度の変化

・医薬品規制（薬事法）
・食品表示制度（JAS法等）
・トレーサビリティ義務化 等

ＩＴの進展

・ＩＴの進化・浸透
・Ｊ手順の陳腐化
・固定長ＥＤＩの限界 等

ＩＴの進展

・ＩＴの進化・浸透
・Ｊ手順の陳腐化
・固定長ＥＤＩの限界 等

直面する課題

◇オペレーション高度化
（CRM、カテゴリマネジメ
ント、CPFR等）

◇安全・安心の仕組み
（トレーサビリティ等）

◇業務の効率化
（伝票レスの取引）

◇オペレーション高度化
（CRM、カテゴリマネジメ
ント、CPFR等）

◇安全・安心の仕組み
（トレーサビリティ等）

◇業務の効率化
（伝票レスの取引）

本事業の目標

情報共有基盤整備

企業間の情報交換・共
有を低コストで効率的に

情報共有基盤整備

企業間の情報交換・共
有を低コストで効率的に

最新のＩＴ活用

消費財流通を取り巻く環境変化
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短期的な効果

本事業で実施する２つの事業の効果

・商品情報の正確・迅速な伝達に
よるミスとコストの削減

・多様な商品情報の検索と入手 等

・Ｊ手順からの移行による低コスト化
・中小取引先とのＥＤＩ
・ＥＤＩ関連システ等の価格の低減
・新たな取引先とのＥＤＩの早期設定 等

・間違いのない商品の提供
・確実な商品情報の伝達等

本事業で実施する２つの事業の概要

企業間の情報共有の基盤

商品マスタのやりとりを
同期化するための情報
の標準化・システム化

商品マスタのやりとりを
同期化するための情報
の標準化・システム化

受発注等の取引情報をイ
ンターネットでやりとりする

ためのＥＤＩの標準化

受発注等の取引情報をイ
ンターネットでやりとりする

ためのＥＤＩの標準化

商品マスタ関連の業務効率化 ＥＤＩの効率化
安心安全な仕組み作り

長期的な効果

・販売・在庫情報の共有
・共同需要予測・販売計画
・共同商品企画・開発 等

オペレーションの高度化
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商品マスタ同期化システムの課題と目標

現 状

共有化後

商品マスタデータ作成の標準化、電
子化を図り、全体最適化を目指す。

商品マスタ業務の現状は、個別
様式への転記と再入力の繰返し
であり、全体最適にはほど遠い。

データプール
（メーカー）

データプール
（卸売業）

データプール
（小売業）

メーカー

小売卸売業

メーカー
小売

卸売業
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現状のＥＤＩに関する課題と対応策

○現在の取引情報のやりとりの手段は、主に、電話・ＦＡＸや低速な専用回線電話・ＦＡＸや低速な専用回線（Ｊ手順等）等。

○近年、高速大容量のインターネットの普及高速大容量のインターネットの普及により、低コストで効率的かつリアルタイムに取引情報を
やりとりすることが実現可能になっている。

○それを具体的に実現する方法具体的に実現する方法として、ネットワーク技術を利用した標準化が必要標準化が必要である。

◆高度なオペレーション

（カテマネ、ＣＰＦＲ等）

◆ データ交換プロセスの効率向上

◆ 情報システムコストの低減

◆ ネットワーク技術の革新を踏まえたIT活用

◆ 標準化の進展

＜目標＞取引情報のやりとりの課題

流通業界標準のEDI流通業界標準のEDI

具体的な方法

＜低速な専用回線の場合＞

◇J手順の機器、開発保守の高コスト

◇漢字・画像データの送受信が不可

◇大量データの送受信が遅い

◇統一フォーマットは受発注のみ。
請求・支払い・商品マスタ交換等は
各社仕様

非効率で高コストな状態非効率で高コストな状態

２時間程度かかっていた２時間程度かかっていた
発注の通信が発注の通信が
数分で可能に！数分で可能に！
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次世代標準ＥＤＩメッセージ検討の進め方

ユーザー主導の取り組み
行政やＩＴベンダー主導でなく、標準化されたＥＤＩ項目を利用するユーザーにより標準化作業を実施。

各社のシステムに依存しない
現行業務が回ることは担保するが、各社のシステムには依存しないことにより、各社の個別対応をなくす。

項目の使い方まで定義する
ＥＤＩデータ項目を名称・桁数等を定義するだけでなく、「どう使用するか」まで定義し、各社の個別対応をなくす。

本事業でいう標準化とは
・ＥＤＩの項目名、桁数、データ型、使用方法を定義し、各社個別仕様をなくすこと
・そのために、まずは、業務プロセスから整理すること

これまでのＥＤＩ標準メッセージこれまでのＥＤＩ標準メッセージ

次世代EDI標準メッセージ

ＧＳ１のＢＭＳに準拠ＧＳ１のＢＭＳに準拠

小売企業が実際に使用している
EDI項目

卸売企業の意見卸売企業の意見

ＧＣＩジャパンの意見ＧＣＩジャパンの意見
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商品マスタ同期化、次世代標準ＥＤＩのこれまで

いよいよ実用化！拡大フェーズへ！いよいよ実用化！拡大フェーズへ！

商品マスタ同期化（ＧＤＳ） 次世代標準ＥＤＩ

実施内容 実施内容

０３年度 基礎研究 基本設計

０４年度 基本設計 実証実験（イオン等）

０５年度 実証実験（仮想環境） 次世代ＥＤＩ標準化検討

実用化共同実証

ＧＭＳ・食品スーパー－生鮮検討

ＧＭＳ－アパレル検討

百貨店－アパレル・靴検討

０６年度 実用化共同実証
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本日のご説明内容

１．流通システム標準化事業の目的・概要

２．本年度の取り組み

３．平成１９年度の事業展開（案）
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平成１８年度（今年度）の事業概要

１．商品マスタ同期化システム（ＧＤＳ）の実用化１．商品マスタ同期化システム（ＧＤＳ）の実用化
○ナショナルレジストリの構築

○ＧＤＳ実用化実証 ： ＧＣＩジャパン他

２．次世代標準ＥＤＩの実用化２．次世代標準ＥＤＩの実用化
○次世代ＥＤＩメッセージ標準化作業→ＸＭＬスキーマ開発→共同実証プロジェクト

日本チェーンストア協会、日本スーパーマーケット協会、ＧＣＩジャパン 他

３．次世代標準ＥＤＩメッセージ利用業種・業態の拡大３．次世代標準ＥＤＩメッセージ利用業種・業態の拡大
○ＧＭＳ・食品スーパーにおける生鮮食料品 ： 食品流通構造改善促進機構

○ＧＭＳにおけるアパレル ： 日本アパレル産業協会

○百貨店における婦人靴・アパレル ： 日本百貨店協会

４．共通インフラ機能の検討４．共通インフラ機能の検討
○セキュリティ機能や通信プロトコル等のあり方の検討 ：ＧＣＩジャパン他

５．標準の維持・管理を行う機能の検討５．標準の維持・管理を行う機能の検討
○流通システム標準化の情報共有と今後の“標準”のあり方について検討：流通関係３９団体が参加
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もう次世代ではない！

商品マスタ同期化【ＧＤＳ】

次世代標準ＥＤＩメッセージ

ともにともに
０７年４月０７年４月

からから
実用化！実用化！

まずはスーパー業界におけるグロッサリ商材でスタート！
順次商材、業態を拡大！

流通ビジネスメッセージ標準
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【参考】平成18年度の事業全体（標準化プログラム）の構成

経済産業省

１．商品マスタデータ
同期化システムの開発

1-1 ナショナルレジストリの構築

1-2 ＧＤＳ実用化実証

２．次世代ＥＤＩ標準メッセージの検討と
共同実証

2-2 ＸＭＬスキーマの開発

2-1 ＥＤＩメッセージの標準化

2-3 共同実証

３．対象業種・業態の拡大
次世代ＥＤＩ

標準化ＷＧ

共同実証

タスクチーム

標準化

タスクチーム
アパ産協

3-2 アパレル

食流機構

3-1  生鮮食品

５．維持管理体制の検討、広報・普及活動、事業の全体調整

5-1 標準の維持管理の検討

5-2 広報・普及活動

事業の全体調整
（ＰＭＯ）

流通システム標準
普及推進委員会

協議会検討ＷＧ

広報・普及ＷＧ

百貨店協

3-3 百貨店

4-1 セキュリティ基盤の検討

4-2 通信ﾌﾟﾛﾄｺﾙ標準化の検討

4-3 事業者の認定基準の検討

４．共通インフラ機能
の検討・構築

日本ﾁｪｰﾝｽﾄｱ協会、日本ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ協会

○各商材、業態を取りまとめる団体とその会員
で検討
食流機構：(財)食品流通構造改善促進機構
アパ産協：(社)日本アパレル産業協会

百貨店協：日本百貨店協会
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今年度検討に参加頂いたユーザーの方々

◆スーパー業界（日本スーパーマーケット協会、日本チェーンストア協会）
アークス、イオン、イズミヤ、イトーヨーカ堂、関西スーパーマーケット、サミット、全日本食品、ダイエー、東急スト
ア、ハローズ、フジ、平和堂、マルアイ、マルイ、マルエツ、ヤオコー、ユニー、ライフコーポレーション

◆生鮮業界（食品流通構造改善促進機構）
中央魚類、全国農業協同組合連合会、京都青果合同、全国水産物卸組合連合会、日本園芸農業協同組合連合
会、全国漁業協同組合連合会、フラワーオークションジャパン、浦和中央青果市場、東京青果、全国青果卸売協
同組合連合会

◆アパレル業界（日本アパレル産業協会）
アツギ、オンワード樫山、クロスプラス、グンゼ、ゴールドウイン、小杉産業、三陽商会、東京スタイル、東京ソ
ワール、トリンプ・インターナショナル・ジャパン、ナイガイ、西川産業、花井、リーバイ・ストラウスジャパン、ルック、
ルシアン、レナウン、ワールド、ワコール

◆百貨店業界（日本百貨店協会）
丸井今井、藤崎、伊勢丹、小田急百貨店、京王百貨店、髙島屋、東急百貨店、松坂屋、三越、ﾐﾚﾆｱﾑﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ、
大和、大丸、近鉄百貨店、阪急百貨店、阪神百貨店、天満屋、井筒屋、丸井

◆日本ＧＣＩ推進協議会（ＧＤＳ等）
アサヒビール、味の素、イオン、伊藤忠食品、イトーヨーカ堂、花王、カゴメ、加藤産業、キッコーマン、キユーピー、
キリンビール、国分、サッポロビール、サンスター、サントリー、シジシージャパン、資生堂、西友、ニチレイ、日清
オイリオグループ、日清製粉グループ本社、日本アクセス、日本水産、日本コカ・コーラグループ、ネスレ日本、ハ
ウス食品、パルタック、フィリップモリスジャパン、Ｐ＆Ｇジャパン、三井食品、三井物産、ミツカングループ本社、三
菱商事、明治屋商事、ヤマダ電機、ユニー、ユニ・チャーム、ユニリーバ・ジャパン、ライオン、菱食、イズミヤ、エ
ステー化学、大木、カネボウ化粧品、カルピス、小林製薬、Ｊ－オイルミルズ、中央物産、東急ストア、ナックスナ
カムラ、マンダム、三越、明治乳業、日本ロレアル （正会員と準会員）
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本日のご説明内容

１．流通システム標準化事業の目的・概要

２．本年度の取り組み

３．平成１９年度の事業展開（案）
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平成１９年度（来年度）の事業展開（案）

１．業種・業態の拡大
○スーパーでの生鮮・アパレルの流通ビジネスメッセージ標準（ＥＤＩ）共同実証

○百貨店での消化取引などの多様な取引プロセスへの対応、電子タグとの融合

○その他商材・業態での標準化の取り組みの働き掛け（チェーンドラッグ等）

２．中小企業での利用拡大
○中小・中堅規模の企業においてＥＤＩ、ＧＤＳが軽易に導入できる仕組みを検討

３．「標準」の維持・メンテナンスの具体化
○これまでの成果である「標準」を「標準」として維持、メンテナンスする必要

→個別対応が発生することのないようにするための方策

○標準化が必要なその他の事項について、検討
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◆競争のポイントは変化している！

情報化すること → 標準化された情報を如何に利用するか

◆今後は「流通ビジネスメッセージ標準」が日本における標準です！

各小売業が新しい標準に移行することが、流通業界全体のコストダウンに！

サプライチェーン全体での最適化のために、独自仕様のＷｅｂＥＤＩを準備予定の方は、

「流通ビジネスメッセージ標準」の検討を！

◆「標準」を「標準」として使用することにご協力を！

これまでのように「各社仕様」の運用を行わないことがサプライチェーン全体でのコストダ

ウン、ひいては自社のコストダウンにつながる！

◆標準化の議論に参加を！

「誰か」が作った標準を利用するだけでなく標準策定に参加してください！

ユーザー（メーカー・卸・小売）の皆様へ
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◆まずは各業界における「標準化」の意義へのご理解を！
情報化することで競争するのではなく、共通化できる情報はインフラとして共通

フォーマットを策定することの意義を皆さんでご理解ください。

◆「流通ビジネスメッセージ標準」の検討を！

・「流通ビジネスメッセージ標準 Ver1.0」はスーパー業界におけるグロッサリ取引

を対象にして策定したものです。

・みなさんの業界におけるビジネスで使えるものかどうかご検討ください。

◆標準化の議論に参加を！
「誰か」が作った標準を利用するだけでなく標準策定に参加してください！

各業界団体の皆様へ
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◆今後は「流通ビジネスメッセージ標準」が日本における標準です！
・今後、流通ビジネスメッセージ標準が日本の流通業におけるＥＤＩの標準フォー

マットです。

・これに対応した安価なパッケージソフト、ＡＳＰサービス等の開発をお願いします。

◆「標準」を「標準」として使用することにご協力を！

「流通ビジネスメッセージ標準」を改変することなく製品化してください！

ＩＴベンダーの皆様へ
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事業の全体概要事業の全体概要

○Ｎ対Ｎでやりとりする商品情報を商品マスタデータ同期化システム、１対１でやりとりする受発
注等を流通ビジネスメッセージ標準と呼び、その標準化を検討

○Ｎ対Ｎでやりとりする商品情報を商品マスタデータ同期化システム商品マスタデータ同期化システム、１対１でやりとりする受発
注等を流通ビジネスメッセージ標準流通ビジネスメッセージ標準と呼び、その標準化を検討

小売業小売業卸売業（メーカー）卸売業（メーカー）

家 電家 電

アパレルアパレル

住関連製品住関連製品

書 籍書 籍

日用品日用品

医薬品医薬品

生鮮品生鮮品

日配品日配品

加工食品加工食品

ドラッグストアドラッグストア

書店書店

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ

総合スーパー総合スーパー

家電量販店家電量販店

百貨店百貨店

ホームセンターホームセンター

食品スーパー食品スーパー

専門店専門店

商品マスタデータ
同期化 N対Nで

インターネット＆標準化など など

受発注

出荷・受領

POS・在庫

請求・支払

１対１で

流
通
ビ
ジ
ネ
ス
メ
ッ
セ
ー
ジ
標
準
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平成１８年度事業の成果は…

＜www.dsri.jp/h18-keisan/h18-keisan.htm >

経済産業省 平成18年度流通
システム標準化事業のご案内

掲載コンテンツと運営
・事業全体のご紹介
・平成17年度までの流通SCM
全体最適化促進事業の成果

・事業の成果公開
→最新の検討内容を提供
→検討結果を４月に公開
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